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ま え が き 

 

本報告書は、厚生労働省の要請を受けて当機構が実施した「諸外国における女性活躍・雇用

均等にかかる情報公表等」に関してとりまとめたものである。フランス、ドイツ、イギリス、カナダの

4カ国を対象に、各国の女性活躍にかかる情報公開等の仕組みや女性活躍、男女平等の取り

組み状況について調査を行った。 

 

なお、アイスランドでは、同等業務に従事する男女従業員に同額賃金を支払っているという証

明書の取得を使用者に義務づけた世界初の新法が2018年に施行され、注目を集めている。男

女賃金格差是正に関する最も先進的な政策事例として、巻末に新法の概要と仮訳を掲載したの

で、必要に応じて参考にして頂きたい。 

 

本報告書が、諸外国における男女均等にかかる諸政策についての理解を深める一助となれば

幸いである。 

 

2019 年 2 月 
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理事長  樋 口 美 雄    
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